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1 ．はじめに
近年，日本の大学等における発達障害学生への対応
の必要性は高まっている．平成17年（2005年）に施行
された発達障害者支援法では，教育に関する第八条に
おいて，「国及び地方公共団体は，発達障害児（十八
歳以上の発達障害者であって高等学校，中等教育学校，
盲学校，聾（ろう）学校及び養護学校に在学する者を
含む．）がその障害の状態に応じ，十分な教育を受け
られるようにするため，適切な教育的支援，支援体制
の整備その他必要な措置を講じるものとする．」とし
た上で，「大学及び高等専門学校は，発達障害者の障
害の状態に応じ，適切な教育上の配慮をするものとす
る．」と定めている（文部科学省, 2005）．
日本学生支援機構（2017）の平成28年度（2016年）
調査報告によると，全国の大学，短期大学及び高等専
門学校の障害学生数は27,257人で，前年度（21,721人）
より 5,536人増えている．また，全学生（3,184,169人）
に占める障害学生の在籍率は0.86％で，前年度（0.68％）
より0.18ポイント増えており，学校種別で見ると，「大
学」に在籍している障害学生は24,686人で，前年度
（19,591人）より5,095人増えている．さらに，障害種
別で見ると，最も多いのは「病弱・虚弱」の9,387人
で前年度（6,462人）より2,925人の増，次いで「精神
障害」の6,775人で前年度（5,889人）より886人の増，
「発達障害（診断書有）」は4,150人で前年度（3,442人）
より708人の増が確認されている．このような，高等
教育機関における発達障害学生数の増大を考慮して
も，支援を充実させる必要があることは明らかである．
しかし，大学を含む高等教育機関における支援体制
はまだ十分とは言えないようである．例えば，小林
（2015）は，発達障害のある青年への支援に関する問
題について概観する中で，高等学校における支援体制
については学校によって大きく異なっており，特に進
学校における支援が不十分であることを指摘し，その
ような学生を受け入れることの多い高等教育機関で
は，さらに体制整備が遅れていると考えられ，事例や
小集団での支援の実践研究が始まったばかりであると
している．
ただし，先端的な取り組みも一部には行われている．
例えば西村（2013）は，「トータル・コミュニケーショ
ン・サポート」という基本的なコンセプトにより行わ
れている富山大学の発達障害学生支援について紹介し
ている．ここでは，支援対象学生が発達障害の診断を
持つ，持たないにかかわらず，すべてのコミュニケー
ションに関わることについて支援するという特徴を持
ち，特性を「矯正」するのではなく，彼らのユニーク
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本稿では，大学等の高等教育機関に在学する発達障害傾向を持つ学生の保護者と当該教育機関との連携について，
保護者支援の観点から考察を行う．まず，発達障害等を抱える学生に対する支援の現状を踏まえ，主に国内の発達
障害概念について整理した上で，比較的研究の多い，発達障害児およびその他の障害を持つ子どもの保護者を対象
とした研究を概観する．特に，発達障害傾向を持つ子どもの保護者（主に母親）のストレスの高さを示す研究や，
障害を持つ子どもの両親の認識の違いを指摘する研究，具体的な支援に関する研究を検討する．その上で，学生特
有の問題を踏まえ，その保護者との連携を行うにあたって，このような発達障害児の保護者に焦点を当てた研究成
果の活用も含め，どのような視点が必要であるか考察を行った．
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さを生かすような支援を目指すことを重要な姿勢とし
ている．
東北大学においても，障害のある学生への配慮に関
するガイドライン（東北大学学生生活支援審議会, 
2016）を定め，その中で発達障害のある学生への配慮
について，学生生活の中でおきやすい困難や，対応の
実例を挙げたうえで，支援の必要性を示している．
丹治・野呂（2014）は，発達障害学生の支援事例が
報告された論文を，支援内容別に支援方法と支援体制
を分析することを通して，支援の現状と今後の課題を
示している．その中では，対人関係スキル，生活スキ
ル，授業の支援が多く報告されており，生活スキル支
援では，個別面談とともに家庭との連携・連絡体制の
必要性を指摘している．
このように，保護者との連携の必要性が指摘されて
いるが，大学等の高等教育機関の学生の保護者対象の
研究はほとんど行われていない．
その数少ない青年の保護者に関わる研究として，例
えば小島（2014）は，大学における発達障害学生支援
に関する保護者のニーズについてアンケート調査を
行っている．学習面での支援，対人関係面での支援，
その他の支援という 3つのテーマに関して自由記述に
よる回答を得ているが，調査対象者は小学生から大学
生の発達障害の子どもを持つ保護者61名であり，その
うち大学生の保護者は 2名のみである．また，小林
（2015）は，発達障害のある青年への支援に関する問
題を概観する中で，保護者支援の必要性についても提
唱しているが，青年の保護者に関する情報は少なく，
保護者支援の研究自体は，幼児期から児童期の保護者
を対象としたカウンセリングや，ペアレントトレーニ
ングの研究が近年報告されるようになっただけである
ことを指摘している．
本研究では，発達障害児の保護者対象の研究を中心
に概観し，そのような研究において何が問題となり，
現在どこまで明らかになっているか，またどのような
支援が有効なのかについて整理する．そのうえで，大
学等の発達障害学生の特徴を踏まえ，発達障害児の保
護者対象の研究が活用できる面，発達障害傾向を持つ
大学生の状況に特有の面について考察を行った上で，
学生の保護者と大学等の高等教育機関との連携のため
に何が必要であるのかについて考察を行う．
2 ．「発達障害」の定義と家族への支援につい
て
本研究では，発達障害学生の保護者への対応につい
て考えるため，発達障害児の保護者対象の研究を概観
するが，その前に，この「発達障害」概念について整
理しておきたい．
日本においては，先述の平成17年（2005年）に施行
された発達障害者支援法が重要である．第二条の定義
では，「発達障害」は，「自閉症，アスペルガー症候群
その他の広汎性発達障害，学習障害，注意欠陥多動性
障害その他これに類する脳機能の障害であってその症
状が通常低年齢において発現するもの」とされている．
さらに，「この法律において「発達障害者」とは，発
達障害を有するために日常生活又は社会生活に制限を
受ける者をいい，「発達障害児」とは，発達障害者の
うち十八歳未満のものをいう．」とされている．
この法律が成立する以前は，昭和35年（1960年）に
施行された知的障害者福祉法（平成10年（1998年）改
題／旧・精神薄弱者福祉法）に基づいて，知的障害の
認められる者への公的支援は可能であったが，例えば
同じ自閉性障害を持っていても知的障害が認められな
い場合には支援を受けられず，社会的な困難に直面す
るという問題があった．このような知的障害を持たな
い発達障害者への支援を求める運動を端緒として，発
達障害者支援法が作られたが，そのあたりの経緯につ
いては，市川（2012）に示されている．
また，発達障害者支援法の第十三条では，発達障害
者の家族への支援について，「都道府県及び市町村は，
発達障害児の保護者が適切な監護をすることができる
ようにすること等を通じて発達障害者の福祉の増進に
寄与するため，児童相談所等関係機関と連携を図りつ
つ，発達障害者の家族に対し，相談及び助言その他の
支援を適切に行うよう努めなければならない．」とし，
家族への支援についても努力すべきと示されたが，具
体的支援内容の検討は不十分との指摘もある（岩崎・
海蔵寺, 2009）
国内の法律との関係で発達障害概念を捉えることも
大切であるが，医学的な概念規定との関係性を明示す
─  331  ─
東北大学 高度教養教育・学生支援機構 紀要第 4 号　2018
ることも必要である．特に，2013年に公表されたアメ
リカ精神医学会の新しい診断基準であるDSM-5はそ
れ以前の基準であったDSM-Ⅳ-TRから13年ぶりに行
われた改訂であり，日本国内への影響も大きい．
宮川（2014）は，改訂の指針としては，2004年に改
訂された世界保健機構の国際疾病分類第10版である
ICD-10とともに，2015年に改訂が予告されている
ICD-11（その後，改訂作業の遅れもあり，2018年 1
月時点でICD-11の最終成果物の採択は行われていな
い）の予測される動向を踏まえたものであるとした上
で，改定の概要と課題について以下のような所見を述
べている．このDSM-5においては，「神経発達障害」
という分類名称が採用され，中枢神経系の機能障害が
推定されている障害とされている．さらに，その中に
は知的障害，コミュニケーション障害，自閉症スペク
トラム障害，注意欠如・多動性障害，特殊的学習障害，
運動障害の 6つの障害が分類されている．このうちコ
ミュニケーション障害と注意欠如・多動性障害以外の
4つは，DSM-Ⅳ-TRから名称変更が行われたが，特
に，それまで広汎性発達障害と呼ばれていたものが自
閉症スペクトラム障害と改められたことは大きな変更
であった．広汎性発達障害には，自閉性障害，レット
障害，小児期崩壊性障害，アスペルガー障害，特定不
能の広汎性発達障害という 5つの下位分類を含んでい
たが，別の障害として扱われることになったレット障
害を除く 4つの広汎性発達障害をまとめて示すものと
して自閉症スペクトラム障害を用いると同時に，これ
までのような下位分類及び個別の診断基準も廃止し
た．なお，この自閉症スペクトラム障害の診断基準A
（社会的コミュニケーションと社会的相互作用の持続
的障害）およびB（固定的・反復的行動パターン），C
（症状は発達初期に存在している）が診断において特
に重要である．また，コミュニケーション障害に分類
される障害として新しく登場した社会的コミュニケー
ション障害は，場の空気が読めない等のコミュニケー
ション上の症状のみの障害があてはまり，このような
場合はDSM-5において自閉症スペクトラム障害には
診断されない．
ところで，DSM-5の神経発達障害には，前述したよ
うに知的障害が含まれる．日本で発達障害の言葉が使
用される場合は，知的障害を含まないLD（学習障害）
やAD／ HD（注意欠陥多動性障害）等の限られた発
達障害を示していることが多い．これは，発達障害者
支援法第二条の規定の影響が大きいことを宮川（2014）
は指摘しているが，そのような記述が行われているの
は，知的障害者福祉法で支援対象とならなかった発達
障害児・者への支援を念頭において法律が作成された
背景もあるだろう．
平成19年（2007年），文部科学省初等中等教育局特
別支援教育課の通知文『「発達障害」の用語の使用に
ついて』（文部科学省, 2007）は，これまで「軽度発
達障害」という用語で表記してきたものを発達障害と
いう用語で統一するが，行政上の発達障害と学術的な
定義は異なるという注記をしている．このように，用
語の定義に関しては国内でも錯綜しており，この分野
の研究者が用いる用語も，研究発表時期や研究者の学
問的背景等により，様々な用語が用いられているのが
現状である．
本研究では，主に日本国内の定義で「発達障害」と
呼ばれる特徴を持つ子どもあるいは青年について，特
にその保護者に焦点を当てた研究を取り上げるが，こ
のような用語の問題により，「発達障害」「軽度発達障
害」「広汎性発達障害」「自閉症スペクトラム障害」「注
意欠陥（または欠如）／多動性障害」等の様々な名称
を使用している研究を取り上げることになり，できる
限り引用した論文の表記と同じものを使用する．さら
に，保護者のストレス等を検討する上で，発達障害以
外の障害を持つ子どもの親を対象とした研究について
も，特に重要と思われる研究については一部含めて検
討する．
3 ．発達障害の特徴から生じる問題と，保護者
のストレスについて
3．1．　発達障害の特徴と「育てにくさ」
発達障害の特徴として，市川（2012）は，「数の多さ」，
「外見上の分かりにくさ」，「境界のわかりにくさ」，「変
化する可能性」，「家族全体として考える場合の存在」
の 5点を挙げている．大学等の高等教育機関における
学生の中での発達障害学生の数については先述の通り
であるが，「数の多さ」は，それだけ支援を必要とす
─  332  ─
佐藤 典子・発達障害傾向がある学生の保護者と高等教育機関との連携を考える
る対象者が多いということにつながる．「外見上の分
かりにくさ」は，障害であることが見えにくいため，
支援を受けにくかったり，単なる「怠け」や「反抗」
と誤解されやすかったり，診断が遅れて後述する二次
障害が起きやすくなることが考えられるが，保護者に
ついて言えば，子どもが問題行動を起こした時に単な
るしつけの問題とみなされ，周囲から不当に非難され
ることも有りうる．正常との「境界のわかりにくさ」は，
支援が必要であるかが明確に定まりにくいことにつな
がるため，診断が遅れやすいことや，診断の確定が難
しい場合もある．本人や周囲が支援を求め，必要性が
あれば支援対象とすべきと市川（2012）は指摘してい
る．「変化する可能性」については，成長の過程で社
会的困難度は変化する場合があり，周囲に理解ある家
族，友人，教員に恵まれるかどうかで，元々の困難度
が変わってくることが指摘されている．「家族全体と
して考える場合の存在」については，発達障害が遺伝
的な問題を無視はできず，場合によっては身内に同じ
ような傾向を持つ者がいる可能性もあるため，当該児・
者の問題についてその家族が余計に気づきにくい可能
性も指摘されている．
発達障害を抱えることがきっかけで，本人に起こり
うる問題としては，まず，知的障害が無くても，学業
上の問題が出やすいことが挙げられる．特にLDの場
合，学習に関わるごく一部の能力に大きな落ち込みが
あるために，学習に困難が生じることが指摘される．
AD／ HDについては，注意集中の問題が学習に影響
する場合や，衝動性・多動性があるために集団生活で
の協調性を求められる日本の学校教育の中では特に本
来の能力に見合った学力を身に付けることが困難にな
ることも考えられる．知的障害を伴わない自閉症スペ
クトラム障害の場合，自分のこだわりの部分が学習す
ることに向かえば，高い学力を身に付けることができ
る場合もあるようだが，グループ学習や，思考の柔軟
性が求められる課題が出てくると学習に困難を示す可
能性は高く，特に大学等の高等教育機関では，このよ
うな学習形態が増えるため問題が生じやすいことが予
想される．
行動上の問題が出やすいこともよく指摘される．特
にAD ／ HDで衝動性や多動性の問題が大きい場合
は，子ども同士のトラブルに発展しやすい．自閉症ス
ペクトラム障害の場合は，対人的コミュニケーション
の問題を生じやすいことが，中核的な問題でもある．
さらに，周りの無理解や叱責の多さなどにより，反社
会的問題が二次障害として出ることもある．
また，学業面での失敗や，友人関係のトラブル，家
族や教師からの叱責が重なることで自尊心が低下し，
場合によっては不登校や引きこもりにつながり，うつ
病等の精神科系の病の発症という問題が出ることもあ
る．
さらに，自分の発達段階に相応の友人関係を築くこ
とが難しいため，社会適応がしづらくなり，交友関係
を通しての社会性の発達，具体的な社会的スキルの獲
得が望めなくなる．
このような問題を少しでも抑えるためには，家庭を
中心とした環境からのサポートが大切だが，実際には，
保護者自体も大きなストレスを抱えており，子どもへ
のサポートを十分に行えないだけでなく，むしろ子ど
もの問題を悪化させてしまうリスクが生じる危険もあ
る．
発達障害児の保護者による虐待等のリスクの高さが
指摘されることがある．保護者としては，子どもから
の反応が独特であるため，かわいらしさを感じにくい，
トラブルを起こすことが多いために，叱ることが多く
なってしまう等から，虐待とのつながりが説明される
こともある．ただし，子どもに医学的障害が無い家庭
でも虐待は生じることがあり，逆にそのような障害を
抱えた子どもの家庭であっても虐待につながらない場
合が多いことから，リスク要因があったとしても，そ
れを補償する要因があれば問題が生じないことも示さ
れている（中根, 2007）．
教育現場において，保護者との連携は大切といわれ
る．保護者を支援することで，保護者が余裕を持って
育児でき，子どもの障害から生じる問題を最小限にと
どめ，子どもの社会適応を高めることが期待できる。
また，先述のような虐待リスクの補償要因として働く
可能性もある．
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3．2．　子育て一般のストレスと，障害児の保護者
を中心としたストレス研究
そもそも，子育てにおけるストレスは，すべての親
に共通してみられる傾向があり，最近ではワークライ
フバランスの問題や，待機児童問題，保護者間のトラ
ブルや，教育現場との葛藤なども取り上げられること
が多くなっている．
そのなかでも障害のある子どもの母親は，障害のな
い子どもの母親より心理的，身体的にも負担が大きい
ことが指摘されている（田中,1996）．
例えば，奈良間ほか（1999）は，米国において育児
ストレスを測定するために開発されたPSIの日本版を
作成し，日本の乳幼児の母親を対象にその信頼性と妥
当性を検討している．原版のPSIは，病児の親のスト
レスに関する研究に広く活用されており，慢性疾患の
子どもの母親が，健康な子どもの母親に比較して，育
児ストレスが高いことも見出されている．日本語版
PSIの因子分析の結果からは，子どもの特徴に関わる
ストレスについて，「親を喜ばせる反応が少ない」「子
どもの機嫌の悪さ」「子どもが期待通りにいかない」「子
どもの気が散りやすい／多動」「親につきまとう／人
に慣れにくい」「子どもの問題を感じること」「刺激に
過敏に反応する／ものに慣れにくい」の 7因子が抽出
されている．親自身に関わるストレスについては，「親
役割によって生じる規制」「社会的孤立」「夫との関係」
「親としての有能さ」「抑鬱・罪悪感」「退院後の気落ち」
「子どもに愛着を感じにくい」「健康状態」の 8因子が
抽出されている．親のストレス因子についてはオリジ
ナルの尺度の因子と類似していたようだが，子どもの
特徴に関わるストレス因子については日本語版独自の
因子が多く見られたようである．この尺度の子ども特
徴に関わる因子の内容は，多くのものがそのまま発達
障害児が持つ特徴にあてはまるのではないだろうか．
わが国で障害児を育てる親の問題に最初に注目した
のは三木（1956）であると指摘した稲浪ほか（1994）は，
HolroydのQRSの因子分析により，11尺度からなる
QRS簡易版を作成し，障害児を育てる親のストレス
を測定している．障害のない子の親と障害児の親を比
べ，11尺度すべてについて，後者のストレスが高かっ
た．子どもの性差による親のストレスに差は無く，年
少児親のストレスが年長児の親に比べて低く，重度重
複障害児の親のストレスが，他の障害を親に比べて高
かった．英国の障害児の親との比較研究もしている．
田中（1996）は，障害児を持つ家族180（家族360名）
と，健常児を持つ家族210（420名）とを比較し，質問
紙調査を行った．その結果，障害児を持つ母親は健常
児を持つ家族に比べ，すべてのストレス項目が有意に
高かった．なお，ストレスの測定には，稲浪ほか（1980）
のQRS日本語版を参考にし，必要と思われるもの10
項目を使用している．
障害児の親のストレスについては，これまで数多く
の研究が行われているが，自閉症児の親は，他の障害
児をもつ親よりもストレスが高いという結果も見出さ
れている（植村・新美, 1985ほか）．
先述した稲浪ほか（1980）では，Holroydの開発し
た206項目，15尺度からなるQRSを和訳し，日本の障
害児を育てる親のストレスについて調べ，アメリカの
データと比較している．日本のデータでは，自閉症児
の母親が，精神薄弱児，肢体不自由児，視覚障害児の
母親と比較して15尺度中 6尺度で有意に高い心的スト
レスが認められている．
坂口・別府（2007）は，自閉症児をもつ母親のスト
レッサーの構造について明らかにしている．それ以前
の障害児の親のストレスに関する研究を概観した上
で，従来の質問紙がストレス反応，ストレッサー，認
知評価段階が区分されずに混在している点を問題視
し，また，障害児を持つ親全般を対象とした尺度であ
り，自閉症特有のストレッサーが考慮されている尺度
ではないことを指摘した上で，就学前の自閉症児を持
つ母親のストレッサー尺度を作成している．その上で，
自閉症児を持つ母親のストレッサーについて，自閉症
以外の障害児を持つ母親と比較し，自閉症児特有のス
トレッサーを検討している．ストレッサー尺度につい
ては，最終的に41項目 4因子となり，「サポート不足
尺度」「問題行動尺度」「愛着困難尺度」「否定的感情
尺度」と名づけられている．「問題行動尺度」「愛着困
難尺度」については，自閉群の因子得点が有意に高く，
「サポート不足尺度」「否定的感情尺度」については，
両群に有意差は見られなかった．同時に実施したスト
レス反応尺度の得点については，自閉群のほうが有意
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に高かった．
このように，子育て一般のストレスの高さに注目す
る研究もあれば，障害児の保護者のストレスの高さに
注目する研究も行われており，障害児の保護者のスト
レスの高さ，特に自閉症児の母親のストレスの高さを
示す研究が複数見られる．
3．3．　発達障害，特に自閉症スペクトラム障害と
AD／ HDのある子どもを持つ親を対象とした
研究
一時期，国内では軽度発達障害と呼ばれていた，主
に自閉症スペクトラム障害やAD／ HDの子どもを持
つ親のストレスも特有のものがある．子どもの障害の
程度が比較的軽度であるからと言って，保護者のスト
レスがそれに合わせて低いとは言えず，その障害に特
有の困難から生じるストレスを感じている可能性があ
り，そこに焦点をあてた研究も出始めている．
松岡ほか（2013）では，広汎性発達障害児をもつ母
親が体験している困難と心理的支援について明らかに
するために，対象者10名に半構成的面接を行い，得ら
れたデータを質的機能的に分析している．母親が体験
している困難としては，「適切な医療・療育環境の不
整備ゆえに増大する苦悩」「家事，療育，教育支援の
ために余裕のない日常」「手探りの子育て」「長期にわ
たって続く心理的揺れと子どもの将来への心配」「学
校生活に関する心配とストレス」という 5カテゴリー
が見出された．母親が得ている心理的支援，および必
要としている心理的支援は，「家族・友人・地域の協
力者の理解と助言による支え」「家族や友人に相談で
きない状況」「気兼ねなく利用できる心理的支援への
希求」「ゆとりの時間による気分転換」「子どもの長所
や成長を確認することによる希望」「子どもの長所や
成長に焦点を当てた支援への希求」という6カテゴリー
が見出された．考察では，子どもの乳幼児期から継続
している困難と，学齢期において体験する困難に分け
て検討し，障害の特性と心理的支援に関する知識と技
術を持つ専門家による母親への心理的支援や，母親へ
の支援とともに子どもの長所や成長に焦点をあてた子
どもへの支援の必要性を指摘している．
眞野・宇野（2007）は，注意欠陥／多動性障害（AD/
HD）児の行動特徴が母親の育児ストレスを高め，さ
らに養育態度に影響を及ぼすという仮説を設定し，母
親の心理的プロセスを検討している．AD/HD児の母
親と，健常児の母親を対象に，育児ストレスについて
は日本版PSI，養育態度についてはTK式診断的新親
子関係検査を使用して質問紙調査を実施した．その結
果，AD/HD児の母親の育児ストレスはすべての項目
で有意に高く，否定的な養育態度（不満，非難，厳格，
干渉，矛盾，不一致）をとる傾向が有意に多く見られ
た．重回帰分析も実施し，AD/HD群では，子どもに
特徴的な行動（親を喜ばせる反応が少ない，不注意／
多動）が母親の子に対する愛着を減少させ，さらに厳
格で非難的な養育態度と結びついていることが示唆さ
れている．
主に母親研究をここまではまとめて示した．次に，
父親にも焦点をあてた研究について見ていきたい．
4 ．障害を持つ子どもの母親と父親の認識の違
い
障害を持つ子どもの保護者のストレスに関わる研究
は，より長い時間子どもと接することが多い母親研究
が中心であるが，中には父親にも焦点を当て，家族全
体を視野に入れた研究が行われている．
田中（1996）は，先に述べた通り，障害児を持つ家
族（母親・父親）と，健常児を持つ家族を対象とした
質問紙調査を行い，障害児を持つ母親のストレスの高
さを示したが，家族機能についても検討している．家
族機能については，先行研究から選んだ尺度を用い，
家族の凝集性と，適応性を調べている．その結果，「充
実した家族の連帯感」は，健常児を持つ母親・父親で
有意に高く，「家族の決まり」も定まっていた．また，
夫婦関係や母親自身の悩みは満足した家族の連帯感に
よって軽減されていた．障害児を持つ家族の場合，高
ストレスを示す母親は「充実した家族の連帯感」が有
意に低かったのに対し，その家族の父親では有意に高
く，父親と母親で家族認知の葛藤が生じている可能性
を指摘している．
また，障害の告知は，大きな問題であり，そこに父
母の受け止め方の差を見出した研究もある．山岡・中
村（2008）は，高機能広汎性発達障害児・者をもつ父
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母の障害の気づきと障害認識の相違を明らかにするこ
とを目的とし，質問紙調査を実施している．診断前に，
母親は父親よりも子どもの問題に幼児期早期から気づ
き深刻に悩んでおり，受診に対しては能動的であった．
診断時において，告知は父母どちらにも精神的ショッ
クを与えていたが，障害認識には差があり，母親の多
くは肯定・否定の両面的感情をもち，障害であると認
めたのに対し，父親の多くは否定的な感情のみをもち，
障害を認めにくかった．また，母親の方が，積極的に
障害を理解しようとしていた．
このように，保護者は必ずしも一枚岩ではない．両
親の認識にズレが生じている場合は，子どもについて
の対応を検討する際に困難が生じる可能性もある．
5 ．発達障害児の保護者に対する有効な支援と
は？
八重樫・奥野（2016）は，発達障害を抱える当事者
を対象にした支援と同時に，家族支援の重要性を示し
ている．発達障害を抱える子どもを効果的に支援する
ためにも，その家族をサポートすることが必須である
としている．これまでに行われてきた家族支援の具体
例として，まず支援の段階から整理した上で，発達段
階ごとの特徴についても言及したい．
支援の最初の段階として，まず子どもの障害に「気
づき」，いかに「障害受容」をしていくかという問題
がある．それが専門家からは「告知」という形になる．
一般に子どもの障害の「気づき」に関しては，いくつ
かのパターンが考えられる．親が先に気づくか，親は
気づかずに乳幼児健診時や，普段接している就学前施
設の養育者や，学校の教員，病院等で気づく場合など
も考えられる．親が先に気づき，専門機関に相談して
いる場合は，その専門機関で正確に診断ができるか，
あるいは診断が可能で発達障害に詳しい機関に紹介す
ることで適切な支援へとつながりやすい．教員や，専
門機関の担当者から先に指摘される場合でも，親自身
がある程度気づいていた場合は，話が進みやすいと考
えられるが，一番難しいのは，親が全く気づいていな
かった状態で，指摘された場合である．
発達障害に関しては，吉利ほか（2009）が，知的障
害や自閉症と比較して障害が疑われてから診断・告知
を受けるまでの時間が長いことが先行研究により示さ
れているとし，このようなタイムラグが起こる要因と
して，発達障害は診断の指標となる行動特徴が発達の
過程の中で徐々に明らかになってくるため，早期の診
断確定が難しいことを挙げている．
このような心的な負担の大きい「告知」の問題につ
いては，特に専門家の適切かつきめ細やかな対応が望
まれるが，適切な医療・療育環境の整備は不十分で，
そのような支援が現実的に行われることは困難が大き
い．例えば，診断してもらえる信頼できる医療機関が
少なく，診察までの待機時間が長くなる等，親が子ど
もの問題に気づいて専門機関にアクセスしようとして
も，上手くつながれない現状がある．
家族は子どもの発達障害そのものに困難を感じるの
ではなく，発達障害により生じる子どもの行動への対
処の仕方が分からないことで困難を感じるのであり，
適切で有効な対処を遂行できるような心理的支援や教
育的支援に，家族がどのようにつながっていくかが重
要である（八重樫・奥野, 2016）．
保護者支援の具体的な方法としては，まず親子関係
をより良くし，子どもの発達を促すために行われるペ
アレントトレーニングを挙げることできる．子ども自
身の社会的スキルを上げていくことも大切だが，親が
子どもへの接し方をより有効なものに変えていくとい
う意味での親のスキルの向上が，子ども自身の成長を
促すだけでなく，そのことを実感できることで親自身
も育児により積極的になれると考えられる．ただし，
国内における発達障害のある子どもの親に対するペア
レントトレーニングの現状と課題について検討した原
口ほか（2013）によると，「根拠に基づく実践」とい
う観点からは不十分なものであり，親子両方への効果
評価を客観的に行っていく必要性が指摘されている．
また，子ども自身の怒りのコントロールに関するス
キル向上だけでなく，保護者が子どもに対して適切な
養育や教育を行うためにも，保護者のアンガーマネジ
メントに注目する必要があるだろう．例えば，横山
（2010）は一般学生向けの心理教育プログラムの中で
アンガーマネジメントワークショップを取り入れた試
みを示しており，これは保護者にも有効と思われる．
保護者支援を行う専門家としては，子どもに薬物療
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法等の医療的ケアが必要であれば，医療関係者が該当
する．教育相談等の心理的アプローチが行われるので
あれば，親子それぞれが対象となるカウンセリングや
上記のようなスキルに関わるトレーニングを含むアド
バイスを行うことが可能な，心理学の専門家が担当す
ることが多いだろう．
支援を行う教育の専門家としては，就学前教育の養
育者や，学校の教員がそれにあたる．吉利ほか（2009）
は，特別支援教育の領域での，発達障害を持つ子ども
の家族への支援を課題とし，障害の告知，ストレスの
状況，教師による保護者支援の観点から研究動向を整
理した上で，発達障害のある子どもの保護者は，比較
的早くから障害の疑いを持ちながらも，診断を得るま
での長い期間を苦悩して過ごす場合が多く，子ども自
身と子どもをとりまく環境の側面からのストレスによ
り，心理的・身体的に支援を必要としていることを示
した．また，教師と保護者の理解が異なる傾向につい
ても指摘し，学校の仕組みづくりについて提言してい
るが，このような視点を多くの教員が共有できていれ
ば，保護者支援もより円滑に行われると考えられる．
専門家からの支援ではなく，同じ障害を持つ子ども
の親同士が形成する「親の会」は，ピア・サポートと
して機能すると考えられる．堀家（2014）は，親の会
のメリットとして，障害に関する知識の増加，仲間が
いることで子ども理解が進む，親の会そのものが居場
所になり，心理的安定をもたらすことを挙げている．
子どもの年齢が上がり，学校に入ると，子どもの学業
の問題，周囲とのトラブル等で，特に障害を持ってい
ない子どもの親との関係に問題が生じることも多く，
その意味でも，親の会が発達障害児の親の心の支えと
して機能する面もあるだろう．母親のストレスを和ら
げる緩衝要因としての機能も果たすものと思われる．
6 ．発達障害学生とその保護者特有の問題につ
いて
大学等の高等教育機関の学生が，発達障害を抱えて
いた場合について考察するが，このような学生の場合，
一般的に考えて，知的障害は無いか，あっても比較的
軽いはずである．
発達障害については，本人が大学入学以前に告知を
受けている場合と，告知を受けていない場合があり，
後者については，親や本人がある程度気づいていた場
合と，全く気づいていない場合が考えられる．告知を
受け入れることに困難を伴うことは，先述した研究で
も示されていた．保護者が，我が子の状態を受け入れ
られるかは，既に告知されているかどうか，告知はさ
れていなくても保護者自身がその問題に気づいていた
かで大きく変わる．大学入学以前に気づいていなけれ
ば，保護者が受け入れることはますます困難であるこ
とが予想される．告知されていた場合でも，大学入学
以前に通っていた小中高校，あるいは就学前教育にお
いて，類似の問題があったのか，入学以前のどの時点
で告知がなされていたのかも関係すると考えられる．
早期に告知されていなかった場合は，相対的に障害
は軽い可能性もある．障害の程度が軽く，大学入学に
至るまで本人も周りも気づかずに来たのかもれない．
そのため，特に対策が取られず，結果的にかえって問
題が大きくなり，二次障害につながることもあるが，
少なくとも大学入学までに至った学生については，診
断がなされているのであれば，ある程度対応はこれま
でも行われているであろうし，入学まで診断されてい
ないのであれば，少なくとも今までは様々なサポート
等が機能し，本人の能力の高さもあって問題が表面化
せずに来たと考えられる，そういった意味での学生の
能力や家庭のサポートに関する潜在力は大きいと考え
られる．
しかし，それ以前の年代に比べると，発達段階的に
学生に求められるものは大きい．学業は専門的で高度
となり，特に親元から離れている場合は生活面で自分
がやらなければいけないことが多くなる．また，卒業
後の就職等のキャリア形成という課題もある．発達障
害の問題を抱えていない学生にとっても，これらに起
因する心理的な危機を乗り越えることは困難を伴うこ
とを考えると，発達障害傾向のある学生が直面する問
題が，いかに大きいかは推測可能であろう．
本研究では，学生支援のために保護者と高等教育機
関がどのような連携を行うことが可能かについて検討
するために、発達障害児やその他の障害児の保護者の
ストレス研究や保護者支援の研究を中心に取り上げて
きたが，大学等の高等教育機関へ入学した学生と保護
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者との関係は，これら先行研究の障害児と保護者との
関係とは大きく異なる面もある。高等教育機関に在学
する学生の多くは、青年期後期にあたり、心理社会的
発達を考えると、親への心理的依存は弱まり，様々な
意思決定もある程度は自力で行えるようになっている
はずである．そういう意味では，本人への支援が上手
く機能して，適応上の問題を早期に解決できれば，高
等教育機関が学生の保護者と特に密接に関わる必要が
無い場合も考えられるが，実際には保護者といかに連
携できるかが重要になってくる場面が多いのではない
だろうか．ただし，その保護者が学生の困難な状況を
十分理解した上で、学生への適切なサポートを行うこ
とができる状況にあるとは限らない。少しでも，保護
者の理解を促し，ストレスを軽減する対応を取ること
が，結果的には学生支援につながると考えられる。
7 ．発達障害学生の保護者と高等教育機関との
連携のためにできることは？
発達障害児とその親へのサポートがそのまま使える
面と，高等教育機関の学生だからこそ配慮すべき面に
ついて検討していきたい．
まずは，障害の「気づき」を促す「告知」の問題が
ある．前章でも述べたが，あらかじめ保護者が気づい
ているかいないかで，望ましい対応が大きく異なる可
能性がある．教育機関側としては，保護者の反応を確
認しながら情報提供を行う必要があるだけでなく，学
内での出来事等をどこまで保護者に知らせるかについ
て，学生本人への意思確認を行うことがより重要に
なってくるだろう．
社会的スキルの向上については，主に学生本人のス
キルを向上させることが中心になると考えられる．保
護者は，本人の成長を促すために，どのような対応が
望ましいか知ることが中心であり，本人の力で自立が
可能であれば，それを見守り支えることが保護者の役
割となるであろう．むしろ，そのような親の気持ちを
受け入れ，サポートするようなカウンセリングが有効
ではないかと思われる．
また，希望を持つことの重要性を指摘したい．学生
自身が今後のキャリア形成においてどのような道に進
むことが可能であるかにもよるが，学生本人にとって
はもちろん，保護者にとっても自分の子どもが進む道
について希望を持つことは重要と考えられる．場合に
よっては，学生が大学入学時に考えていた方向性とは
大きく進路変更せざるを得ないことも生じてくる．そ
の場合にどのように社会とかかわっていくことができ
るのかを本人が見つけ出せるように，保護者が支援し
ていくことが重要であり，保護者が希望を持てなく
なってしまうと，十分な支援が期待できなくなってし
まう．
一方で，あまり親が過保護になりすぎてしまうこと
の問題を指摘する見方もある．田所（2016）は，発達
障害の子どもの心理発達とキャリア教育について，青
年の自立と親の子離れという観点から論じているが，
親の心構えとして，子離れすることの重要性を取り上
げ，適切に子どもを自立させ社会に適応させていくこ
と，その大前提として一生涯を見通した支援の計画を
立てることの重要性を示している．
大学等の高等教育機関において，発達障害を抱える
学生を支援する上で保護者に対応する際には，このよ
うな大仕事をしなければならない保護者への敬意を持
ち，過度にならない支援を行いつつ，連携を図ること
が重要ではないだろうか．また，既に行われている発
達障害児を主な対象とした保護者支援に関わる諸研究
を参考にしつつ，発達段階的に親からの自立が求めら
れる時期に差し掛かっている高等教育機関の学生を支
援するためには，まず学生本人がどこまで自力ででき
ることがあるのかを見越したうえで，保護者との連携
のあり方について柔軟にとらえていく必要があるだろ
う．
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